
令和２年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　実施状況及び効果検証
（単位：円）

国庫補助額
（Ｃ）

交付金充当
経費（Ｄ）

起債額
（Ｅ）

その他
（Ｆ）

1 地域の医療提供体制確保事業 3,271,356 3,271,356 0 3,271,356 0 0 0 R2.4.1 R3.3.31
町内医療機関等へマスクや消毒液を配布し感染拡大防止に寄与し
た。

3 雇用維持助成金事業 1,854,000 1,854,000 0 1,854,000 0 0 0 R2.5.1 R3.3.31
新型コロナウイルス感染対策として従業員を休業させた町内中小企
業に対し助成金を交付し、地域の雇用維持に寄与した。

4 事業継続支援給付金 22,985,295 22,985,295 0 22,985,295 0 0 0 R2.4.1 R3.3.31
新型コロナウイルス感染拡大により影響を受けた町内小規模事業
者に対して、固定費の一部を助成し、事業継続の支援に寄与した。

5
店舗応援キャンペーン感染予防対策
事業

2,910,000 2,910,000 0 2,910,000 0 0 0 R2.9.1 R3.3.31
新型コロナウイルス感染症の感染予防対策に必要な経費の一部を
支援し、感染拡大の防止に寄与した。

6 暮らし応援商品券発行事業 181,196,033 181,196,033 0 181,196,033 0 0 0 R2.9.1 R3.3.31
新型コロナウイルス感染症の影響により減少した消費を回復するた
め、中小企業・小規模事業者を支援し、地域経済の活性化に寄与し
た。

7 子育て世帯支援給付金事業 9,200,000 9,200,000 0 9,200,000 0 0 0 R2.9.1 R3.3.31
新型コロナウイルス感染症の影響が長期化するなか、感染への不
安を抱えながら子育てする保護者の経済的な支援に寄与した。

8 広域圏関連コロナ対策事業 15,793,000 15,793,000 0 1,824,000 0 13,969,000 0 R2.9.1 R3.3.31
新型コロナウイルス感染症対策として必要となる消耗品等の購入に
より感染拡大の防止に寄与した。

9 在宅勤務等環境整備事業 11,328,460 11,328,460 0 11,328,460 0 0 0 R2.9.1 R3.3.31
在宅勤務や電子申請に係る環境を整備することにより、新型コロナ
ウイルス感染拡大による影響が長期化する中、業務の継続に寄与
した。

10 公共的空間・安全安心確保事業 11,187,529 11,187,529 0 11,187,529 0 0 0 R2.4.1 R3.3.31
公共施設改修（自動ドア設置、網戸設置）及び対話支援機器設置、
検温顔認証サーモグラフィカメラ設置、受付予約システムの導入に
より、公共空間での感染機会の削減に寄与した。

11 防災活動支援事業 1,952,390 1,952,390 0 1,049,390 0 903,000 0 R2.9.1 R2.12.31
避難所の感染予防等に係る資材を購入し、災害発生時の感染予防
対策に寄与した。
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13
遠隔・オンライン学習の環境整備、
GIGAスクール構想への支援事業

30,763,070 30,763,070 0 30,763,070 0 0 0 R2.9.1 R3.3.31

新型コロナウイルスの感染拡大により、休業が長期化し、教育課程
の実施に支障が生じる事態に備えるべく、児童生徒用１人１台端末
や教師用端末を早急に整備することで、GIGAスクール構想の実現
に寄与した。

14 町民検診事業 1,146,895 1,146,895 0 1,146,895 0 0 0 R2.8.1 R2.12.31
新型コロナウイルス感染症対策に必要なパーテーション等の備品を
購入し、感染症対策を図りながら町民検診の円滑な実施に寄与し
た。

15 公共施設等の管理維持支援事業 15,300,000 15,300,000 0 14,907,972 0 392,028 0 R2.4.1 R3.3.31
新型コロナウイルス感染症の影響により休業を余儀なくされた施設
に対して、経営の健全化に寄与することができた。

308,888,028 308,888,028 0 293,624,000 0 15,264,028 0合計


